
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 21 年 6 月 5 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要：米国での詳細なフィールド調査を通し、大学におけるナレッジマネージメン

トの概念と機能のメカニズム、活用の範囲とその効果、実践過程で生じた問題点や課題を明ら

かにするとともに、日本の大学におけるナレッジマネージメントの実践モデルを設計し、これ

を教育研究の分野で実践した。その結果を国内外の学会や研究会などで発表するとともに、報

告書として「IR から KM へ―教育調査研究から『知』の共有への可能性―」にまとめた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2007 年度 1,900,000 570,000 2,470,000 

2008 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

総 計 3,000,000 900,000 3,900,000 

 
 
研究分野：大学改革・評価 
科研費の分科・細目： 

キーワード： 教育統計、教育経済学、高等教育改革、教育組織管理、データマネージメント、 

 
１．研究開始当初の背景 
 近年の高等教育をめぐる環境は、学生ニー
ズの多様化、非営利機関の市場参入、国際的
競争の激化、アカウンタビリティーの強化を
求める社会的要請などを背景に急激に変化し
ている。これらの状況を日本に先んじて経験
した米国では、1990 年代後半より、教育の質
向上や組織改革のために情報の効果的活用と
「知」の共有を図るナレッジマネージメント
を応用する動きが高まった。Hargreaves 
（1999) は、高等教育に対する社会的要望が
高まり多様化する中、大学はそれに敏速に応
えるべく「知」を創造し続ける組織、
「Knowledge Creating School」でなければな
らないとし、Stevenson (2000) は教育におけ
るベストプラクティスをナレッジマネージメ
ントにより収集、共有、実践するとともに、

研修やトレーニングの開発に活用し、そのた
めの IT 基盤を整備することが急務であると
した。教育学の分野においても、教授法、カ
リキュラム開発、学生評価などに IT 技術を活
用しながらナレッジマネージメントを適用す
る手法が発表されている（Kidwell, Vander 
and Johnson, 2000）。 
大学のナレッジマネージメントは通常 IR

（Institutional Research）部門と呼ばれる
インハウスの調査研究業務部が担っている。
本研究開始時は日本において IR が注目を浴
び始めた時であると同時に、教育と学習成果
の測定、すなわち「アウトカムアセスメント」
の議論が盛んとなった時でもある。大学教育
の実質的価値を明らかにするためには多角的
かつ詳細なデータ分析が必要となる。IR の発
展的形態としてのナレッジマネージメントの
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可能性を理論と実践両面から明らかにするこ
とが急務であると考え、本研究課題を申請し
た。 
 
２．研究の目的 

本研究は大学におけるナレッジマネージメ
ントの概念と機能のメカニズム、その期待す
べき効果を明らかにするとともに、我が国の
高等教育で必要とされる効果的情報運用のあ
り方と具体的メソッドを検討することを目的
とした。 

ナレッジマネージメントが組織改革のため
の具体的メソッドとして研究されるようにな
ったのは、Nonaka (1991)が 「Knowledge 
Creating Company」という概念を発表してか
らである。その後、Nonaka and Takeuchi 
(1995)による「組織的知識創造理論」を基礎
理論とし、ナレッジマネージメントの研究は
発祥地である日本を離れ欧米を土壌として発
展してきた。 

ナレッジマネージメントの定義は一定では
ないが、これまでの文献を参考に、「個々人や
組織の経験に基づく既存の知識や能力を IT
技術の活用により効果的に共有・発展させな
がら新たな知識を継続的に創造し、組織や個
人の諸活動を改善、向上するプロセス」とす
ることができる。その概念は 90 年代後半より、
大学の研究・教育活動、そして財務管理を含
む大学の運営に効果を有するものとして、高
等教育機関で応用されるに至る。 
本研究代表者は2001年から2002年にかけ、

米国の大学研究機関にて高等教育における組
織資源管理とナレッジマネージメントに関す
る調査研究を行い、ナレッジマネージメント
の導入経緯、活用状況、その効果を検証して
いる。同時に 2000 年以降 5年間、全米科学財
団の支援を受け、高等教育機関における高度
技術教育計画の組織的効果に関する研究を行
っている。これらの研究を通し、高等教育改
善を高度技術論、組織論、教育学の視点から
検討するフレームワークを開発し調査研究に
適用するとともに、大学業務改善のための具
体的アプローチを提案してきた。2006 年に現
職に就いた後は、大学教育研究開発センター
において全学教育データベースの設計と構築
を進めているが、この事業を進めるに連れ、
情報管理のドメインを業務毎に区切るのでは
なく、大学全体の情報を総合的に把握し活用
できるフレームワークの必要性を痛感した。   

大学における情報システムはサイロのよう
に部門ごと、分野ごと、当座の目的ごとに独
立しており、相互の互換性に欠ける現状にあ
る。情報の幅広い共有が「知」の発展を促進
することは言うまでもなく、研究・教育の向
上と健全な大学運営を並行して実現するため
に、「知」を基幹とした情報及びデータの総合
的な収集、管理、共有、分析、配信が求めら

れており、本研究はこれらを可能とするセオ
リーとプラクティスを提示しようとするもの
であった。 
段階的目標設定 
研究の第一段階では、同分野で顕著な進展

がみられる米国での現在の実践および研究の
状況を調査し、ナレッジマネージメントを支
える理論、応用状況、活用の範囲とその効果、
実践過程で生じた問題点や課題などに関する
基礎調査に加え、同分野における専門家への
インタビューを通して、実践と理論両面での
知見を得ることを目的とした。 
本研究の第二段階はナレッジマネージメン

トの実践モデルを作成することとした。第１
段階の調査結果をもとに、ナレッジマネージ
メントに必要な情報の内容とその収集方法を
把握し、次に実際の情報、データをもとに、
分析モデルを作成した後、モデルから実践的
活用までの可能性を明らかにすることを目的
とした。このワークフローには異なる部門か
らのデータ収集、データの統合と加工、定性
ソフトを活用した学内の各種調査のデータ化、
定量ツールによる試験分析、分析モデルの設
定とその信頼性の検証などが含まれる。これ
らの作業を通し、学生、職員、大学運営全体
にとって有用な情報は何であるのか、それら
の情報をどのように収集し、分析し、まとめ、
各々に配信していくべきか、さらに、それら
の情報が最大限に活用されるためにはいかな
るインターフェイスを整備するべきなのかを
明らかにすることが本研究期間内の最終課題
であった。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法を平成 19 年度と 20 年度に分け
て記す。 
（1）平成 19 年度 
平成 19 年度は①文献のサーベイ、②米国の

現地調査、③情報、データ内容の確認、④学
内の情報、データ内容の確認と整理を行った。
以下は各作業の内容である。 
① 文献サーベイ 
米国および日本におけるナレッジマネージ

メントの歴史と発展の経緯を理論と実践の両
面から検証した。米国での現地調査に先駆け、
文献やオンライン情報、個々の大学で発行し
ている活動報告や案内書、配布書類などを入
手し検討、現地調査での焦点を定めた。 
② 米国の現地調査 
大学において全学的ナレッジマネージメン

トを担うのは、学内のデータを集約・蓄積し、
これを教育、研究、組織運営のために活用す
るインスティテューショナル・リサーチ（Ｉ
Ｒ）部門―大学機関調査・研究部門―である。
米国の IR 関係者は、早くから IR におけるナ
レッジマネージメント実践の必要性を指摘し、
ナレッジマネージメントは、ＩＲの代表的役



 

 

割、すなわち、情報管理、分析、評価、調査
研究に続く欠くべからず業務としている。本
研究ではこれに着目し、IR が担うナレッジマ
ネージメントの概念と機能のメカニズム、そ
の期待すべき効果を明らかにすることに加え、
大学教育における効果的情報運用のあり方と
具体的メソッドを明らかにすることとした。
米国の IR 機関並びに協会など 10 件を訪問、
インタビューと視察を行い、ナレッジマネー
ジメントを支える理論、応用状況、活用の範
囲とその効果、実践過程で生じた問題点や課
題などを検証した。 

本研究代表者は米国コロンビア大学教育経
済研究所との間に研究協力体制を有しており、
現地調査に伴う手配や聴取において同研究所
からの協力を得た。機関調査の枠組みとして
は、ナレッジマネージメント導入後 10 年以上、
約 5年、2年未満の大学をそれぞれ選び、大
学の代表者、事業推進部、IR 部門、情報セン
ターにてヒアリングを行い、ナレッジマネー
ジメント実践の概念、実施戦略、具体的手法、
そしてナレッジマネージメント導入後の効果
等に関する調査内容、調査方法、調査結果に
関して聞いた。また、図書館、学生支援部、
学務事務室などにおいて実際の活用状況を視
察した他、教員、学生のフォーカスグループ
とインタビューを行い、ユーザーサイドの意
見を聴取した。 

現地調査にあたっては改革の進展経緯と速
度を組織面、技術面、教育面から多角的に検
討するために、Diffusion of Innovations 
(Rogers 1995) の枠組みを使用した。Rogers
は改革の進展経緯を考察する際のエレメント
として、改革が浸透するルート、浸透に要す
る時間、浸透のプロセスに作用するソーシャ
ルシステムをあげている。これを組織面、教
育面、技術面の三つの分野ごとに検討項目を
立て、これをもとにインタビューのプロトコ
ールを作成した。インタビューのメソドロジ
ーなど詳細については冊子報告書「IR から KM
へ―教育調査研究から『知』の共有への可能
性―」を参照されたい。 
③ 情報とデータ内容の確認 

上記の文献サーベイと米国でのフィールド
調査と並行し、ナレッジマネージメントに必
要な情報、すなわち、大学の諸活動を向上、
改善するために収集、活用すべき情報とデー
タ内容を明らかにした。入手データとしては、
a）学生の属性に関する基本情報や入試情報、
就学状況に関するデータや卒業後の進路およ
び就職状況、個々の学生に付随する情報・デ
ータ、b)教員に関する基本情報と研究活動や
教育活動を含む職務情況、c) カリキュラム、
プログラム内容、開講科目と担当教員、各科
目の履修者数、授業形態、学習・教育・研究
分野での支援体制、図書館、各種情報へのア
クセス状況、コンピューター、ネットワーク

環境など、大学の教育・研究体制と設備など
に関する情報・データ、d) 授業アンケート、
教育自己評価アンケート、学生生活実態調査
など、大学が行う調査結果、などである。こ
の他多角的にデータの有用性を検討し、柔軟
な情報・データ収集を行うこととした。 
④ 学内の情報、データの認識と整理 
平成 19 年度から平成 20 年度初めにかけ本

研究代表者が所属する大学が所有する情報、
データを整理する作業を行った。その作業内
容には、a) 情報・データの入力、b) 情報の
データ化とデータの数値化、c) データ間の整
合性の確保など、分析に必要なデータの加工
が含まれる。これら作業には、既存データの
管理状況により相当な時間を要することを想
定していたため、あらかじめ補助スタッフを
動員した。また、授業や学習に関するアンケ
ート調査など、自由記載の項目がある情報・
データは、日本で始めての使用となった定性
分析ソフト「QSR N7」を用いて整理・統合し
た。 
 
（2）平成 20 年度 

平成19年度に引き続きデータの整理を行
うとともに、それまで整理した学内情報の試
験分析を開始した。この作業には、分析で用
いるアルゴリズムの設定、ルールおよび相関
関係の発見、イベント分析などを含む。分析
ツールには定量ソフトとしてSASおよびSPSS
を使用した。また前述したように学習アンケ
ートなどの調査結果の整理、分析には、定性
分析ツールであるQSRのN7を活用した。これ
によりアンケート調査の結果データを計量
データに統合するなどして、例えば授業内容
や講義形態と授業評価内容との関連性など
を検証することが可能となった。特に留意し
たのは統計分析にありがちな推論先行型に偏
ることがないよう、オープン指向の分析モデ
ルの設計を心掛けたことである。 
 試験分析の後は、分析によって明らかにな
った情報をいかなる形態で学習、研究その他
大学の諸活動のために活用できるか、ナレッ
ジマネージメントの具体的枠組みのモデルを
作り、その実践の可能性を検討した。大学教
育・研究の分野におけるナレッジマネージメ
ントの概念的構成要素には、「知識の創造」、
「知識の系統化」、「知識の共有」、「協働」が
あるが、これらの行程をより効果的に行うた
めに、データハウジング、クエリー、データ
マイニング、ウェッブポータルなどの情報技
術の使用を検討した。これらの作業において
は学内の総合情報処理センター（現情報基盤
センター）や高度統計学を専門とする教員の
協力を得、システム環境や各技術の信頼性に
関し意見を仰ぐとともにナレッジマネージメ
ントの実践モデルの有効性などを共同で検証
する協力を得た。 



 

 

 本研究の最終作業として、本研究で明らか
になった調査結果、データ分析モデル、ナレ
ッジマネージメント実践のための枠組みを、
報告書、学内外でのワークショップ、学会発
表、論文などを通して広く発信した。 本研究
では一橋大学・大学教育研究開発センターの
センター長を始め、センター内外の協力者の
ほか、海外からも広く指導と協力を仰ぐこと
ができたことで、研究の進行と成果の公開が
スムースに行われた。 
 
４．研究成果 

従来の情報処理が分業化や階層化を前提に 
IT技術の組み立てに沿って構築、管理された
のに対し、ナレッジマネージメントは横断的
な知の成長と発展を促す情報運用モデルであ
り、特に個々人の中に内在する「暗黙知」を
掘り起こし活用するためのシステム造りが目
指される。その行程には、知の創造、知の獲
得（キャプチャー）、協働、知の共有などが含
まれるが、これらの枠組みを大学の教育・研
究活動に適用すると、学術的発見や理論の構
築が「知の創造」に当たり、それらの「知」
が文書化、デジタル化、プレゼンテーション
などを通し表出し、系統化された情報として
「キャプチャー」される。また「協働」を通
して、共同研究や共同執筆、カリキュラムや
教授法などの共同開発が行われ、それらによ
って形成された知識や情報、経験は、大学の
職員間、部門間で「共有」される。特に強調
したいのは、学術的な「知」を教育や研究の
分野でのみ発展させるのではなく、その知を
学内全体で共有することにより、大学業務全
体の向上を目指すことである。例えば高等教
育論、教育社会論、教育統計、情報技術論、
組織論などを学問として研究するに留まらず、
実際の高等教育の運営改善に応用していくこ
とが大学におけるナレッジマネージメントの
特色と言える。 

本研究の主眼でもあった米国のフィールド
調査で明らかになったのは、高等教育機関に
おけるナレッジマネージメントの概念やその
内容についての理解は、大学機関、特に IR を
担当する部門ではほぼ共有されており、「ナレ
ッジ・シェアリング」、「ナレッジ・ネットワ
ーキング」など異なる名称が使用されている
ものの、ほぼ同様のコンセプトが浸透してい
ることであった。ただ、その実践状況につい
ては機関によって少なからず差異が見られた。 
現地調査で行ったインタビューやフォーカ

スグループのヒアリングはすべてレコーダー
に記録し、帰国後これをテキストにし、前述
の定性分析ソフト、QSR N7で分析している。
その結果明らかになったことを以下に要約す
る。 
(1) 米国のIRが定着している大学機関におい

ては、ナレッジマネージメントの概念が

浸透しており、特に教育評価や教育効果
分析の分野で具体的な成果が見られてい
る。発展的な大学では、財務データや人
事データとの統合分析、さらに学生の追
跡調査のために外部データとの統合分析
も日常的に行われている。 

(2) これらの活動は、多くの場合外部からの
情報公開やアカウンタビリティーの要請
並びに教育効果上昇の要求に応えるかた
ちで展開されてきた。 

(3) また学生獲得に積極的な大学においては、
中長期の計画を戦略的に策定しその効果
を把握するために、知や情報の発展的運
用は不可欠とされている。 

(4) したがって、ナレッジマネージメントの
実践は、学長や、大学執行部、または運
営戦略委員会などのリーダーシップのも
とに行われており、トップダウンで行わ
れる傾向にある。 

(5) それが故に、個々の教職員の中には、ナ
レッジマネージメントの概念と活動に賛
同しない者も少なくなく、時に抵抗、あ
るいは反発する意見も少なくない。 

(6) 教職員の抵抗の理由としては、テクノロ
ジーを使いこなせない、という方法論的
な、比較的容易に解決策が見いだせる問
題が指摘された一方、学部の自治や情報
共有の知的管理問題など大学組織特有の
問題がより深刻であることがわかった。 

(7) すなわち、①大学単位で行うトップダウ
ンの活動は学部や教員の独立性を侵害す
る恐れがあること、②情報共有の前提条
件である信頼関係が十分でないこと、③ 
知の共有が相互に成されなかった場合の
知的所有権に関する懸念などが、ナレッ
ジマネージメントへの参加を阻んでいた。 

(8) 結果として、ナレッジマネージメントは
大学運営の参考材料、戦略設定における
意思決定のツールとしての役割が強く、
本来の「強み」である、個々人による「暗
黙知」の共有とボトムアップの情報活用
は認識できなかった。 

野中が言う、ナレッジマネージメントの理
論が実践されているとは言い難かったと言え
る。しかしながら、教育効果の検証、すなわ
ち、教育評価法の共有や効果分析結果の共有
などは、順調に展開されていることが確認さ
れた。特に主観的な評価や個人的な好みで学
生や学習状況を改善し、客観的、科学的測定
法を導入し教育改善に反映させようとするこ
との重要性などはすべての大学関係者、専門
家の間で同意が得られていた。また、データ
ベースを学内で単一にし、総合的なデータ管
理を行い全学で情報の共有を図ることの重要
性は全ての研究協力者が認めるところであっ
た。 
 本研究の後半では、米国調査での結果をふ



 

 

まえつつ、教育分野におけるナレッジマネー
ジメントに焦点をあてて、①教育データベー
スの構築、②蓄積データの分析、③教育支援
システムの構築、④各種データの統合・加工、
⑤リソースと分析の共有、⑥教育計画、改善、
支援への反映を行った。 

データベースの構築では、当初の予定通り、
学内データとして、学部データ、進路データ、
アンケート関連データ、授業評価その他のア
ンケート結果などと、卒業生調査や企業ラン
キングなどの外部データを統合・加工し適宜
分析を行った。データ入手においては、セキ
ュリティーの確保に最大の配慮をするととも
に、データ提供部所との密なコミュニケーシ
ョンを図った。特筆すべきは米国の例に比し、
本研究代表者が所属する大学では教員などの
閉鎖的文化に遭遇しなかったことである。学
生の個人情報保護を含むセキュリティー環境
の確保に厳格であったことが最大の留意事項
であり、教育と学習環境の向上を目的とした
研究と作業を進めることについて広い理解を
得ることができた。 

特にデータの分析とその公開については所
属センター長、執行部、周囲の教員などから
継続的な理解と協力を得ている。分析例とし
ては、教育や学修状況の詳細を分析するパス
ウエイ分析とそのアウトカム評価、学習生活
支援のニーズ分析、学生や教員のアンケート
分析などがある。また、教育改革効果の検証
として、成績評価制度改革の効果分析や GPA
導入の効果分析などがあげられる。 

これらのデータや分析から得られた情報を
「知」に還元し共有を図るために、学内の重
要検討事項については、本研究代表者が所属
する部門以外、たとえば数学エリアや経済学
研究科の教員に分析に参加してもらい、ナレ
ッジとスキルの共有を行った。分析の結果は
カリキュラム改革の資料として、コースアラ
インメントのために、また、教育関連委員会
へ資料として提供するとともに、学内外の勉
強会やイベントで共有している。また、教職
員の個々の要請に対して情報やデータの提供
及び意見交換を行った。教員個人から学生の
履修状況やアンケート結果などに関するデー
タ要請は時間を追って増えており、現在も増
加の途上にある。 

これらの活動を通して、大学の運営や教育
にとって有用な情報は何であるのか、それら
の情報をどのように収集し、分析し、まとめ、
各々に配信していくべきか、さらに、それら
の情報が最大限に活用されるためにはいかな
るインターフェイスを整備するべきなのかを
明らかにした。本研究が設計した KM のメソッ
ドの紹介や分析結果は、学内外のワークショ
ップ、学会、報告書、論文などで発表してい
る。また、本成果報告で具体的に記載するこ
とができなかった研究の行程や成果について

は、「IR から KM へ―教育調査研究から『知』
の共有への可能性―」の中で詳細に報告して
いる。 
本研究は情報管理活用のメソッドを、先端

技術、統計分析、組織管理論、大学改革論な
ど、多角的観点から研究することに学術的な
特色があった。また、学術における「知」を
より発展させると同時に、その「知」を実際
の組織改革へ適用するモデルを作成する点に
独創性があった。高等教育はナレッジの創造
と発信の源でありながら、そのナレッジを大
学自体の改革に活用しようとする動きがこれ
までは報告されてこなかった。これが組織的
な問題なのか、技術的な問題なのか、あるい
は教育や研究上の姿勢の問題なのかなどを明
確にすることができたと考える。 
米国の経験、IRの関心が高まる日本の高等

教育機関の現況、そして本研究代表者が所属
する大学におけるナレッジマネージメント実
践の経験が示唆することは、アカウンタビリ
ティー強化の要請、教育の質向上の国際的関
心、少子化時代における競争激化の問題など
に対面し、米国の90年代以降と同様、日本も
変革を余儀なくされているということ、そし
てその一つの方策が情報と知の効果的活用と
共有であるということである。 
そもそも日本にはナレッジマネージメント

を育てる土壌があった。職務時間外の飲食の
機会など通した社員同士の密なコミュニケー
ション、職場での非形式な業務ノウハウやス
キルの伝達、そして「井戸端会議」などはま
さにナレッジマネージメントが生きる場所で
あった。これら古くから培われた知の共有法
を再現させ、大学の運営改善並びに教育と研
究の向上に資する資源とすることが今求めら
れており、また大学もその用意ができている
ことが本研究で明らかになった。 
数年来、世界的に大学改革が進んでいるが、

それを凌ぐ速度で高等教育市場の競争は激化
している。また、学生、教員、研究者ともに
国家間の流動が活発化する中、高等教育市場
は国際的視野で捉える時代に入っている。効
果的情報運営は競争力を強化するための重要
な取組課題であり、発展諸外国の事例を検証
しながら我が国独自の情報活用モデルが求め
られている。今後各大学とも情報の管理と活
用環境の整備に然るべき資源を投入していく
と思われ、本研究の成果はその効果的投入方
法を検討する上で参考になるものと考える。
また本研究の延長上にある活動として、研究
過程で修得したデータマイニングやデータ
構築のメソドロジーをさらに応用し、教育統
計の発展的研究を今後も目指すものである。 
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